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議題３

外郭団体・実行委員会等に関する総点検について

● 外郭団体等との関係の見直し

○平成17年度の政策総点検によって提示された基本原則を踏まえ、取り組みを進めていく。

基本原則

① 外郭団体は、独立した法人格を有する以上、原則として、自立的・自主的な運営
が確保されていなければならない。

② 県が直接実施するよりも効率的・効果的なサービスを提供できるという役割を果
たしていなければならない。

○外郭団体のほか、県の関与が大きい団体についても同様の視点で見直す。

対象法人 ５６法人
① 外郭団体（県出資比率25％以上の法人） ３９法人
② 県が設立許可した県出資法人 ８法人
③ 県が補助金・委託料を支出している県出資法人 ６法人

（②と重複する法人除く）のうち全国的、広域的なものを除いたもの
④ 出資の有無に関わらず、県職員を派遣している法人 ３法人

( )のうち全国的 広域的なものを除いたもの、 派遣法により県が給与を支給する場合のみ

※②～④は①に該当する法人を除いたもの。

① 事務事業等の見直しによる団体への関与縮小

○外郭団体等との委託事業を全面的に見直し

・県、市町村、民間、外郭団体等の役割を勘案し、事業の必要性自体を検討。

・事業委託には原則として競争性を導入する（一者随契事業についての点検 。）

○外郭団体等への補助事業を全面的に見直し

・特に、社会情勢等の変化にも関わらず、慣例的に助成しているものを見直し。

。・補助金に依存しない運営体制の確立を促すため運営費補助金等は必要最小限とする

【実施時期及びスケジュール】

平成18年11月 関係課から、見直し状況についてのヒアリングを実施

平成19年 2月 平成19年度当初予算発表に併せて見直し結果を公表

② 県職員派遣などの人的関与の見直し

・団体の役割の見直し、事務事業の見直し等に伴い必要に応じた見直しを進める。

・特に、委託事業等を廃止する場合には、事業縮減に併せて人的関与を見直す。

【実施時期及びスケジュール】

平成18年11月 関係課から、見直し状況についてのヒアリングを実施

平成19年 3月 事務事業の見直しに併せて人的関与を見直し、結果公表

③ 外郭団体等の情報開示を充実

・健全経営促進のため、団体の事業内容、経営状況、公的支援等の情報を開示。

・県による情報提供のほか、外郭団体等へもＨＰの充実等の情報提供の実施を促す。

【実施時期及びスケジュール】

平成18年11月 ＨＰで情報を開示
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● 実行委員会（任意団体を含む）の見直し

○県・外郭団体に事務局を置いている実行委員会及び任意団体全てを対象とする。

○本来、各団体の設置目的に沿って自主的・自立的な運営がなされるべきであることから、

県の関与のあり方を根本的に見直し、構成員の自主的な運営に任せることを基本原則とす

る。

① 実行委員会（任意団体を含む）の現況調査及び見直し

・実行委員会の現況を調査するとともに、県の関与のあり方を見直す。

・資金管理のみを担当している実行委員会についても同様の見直しを実施する。

【実施時期及びスケジュール】

平成18年11月 現況調査の実施（並行して、関与の見直しを実施）

平成19年 3月 見直し結果を公表

② 積極的な情報開示の実施

・運営について高い透明性を確保するため、実行委員会の名称・所管課等をＨＰ上で公

表するとともに、団体の事業内容、経理状況、公的支援等の情報開示に努める。

【実施時期及びスケジュール】

平成19年 3月 19年度以降も存続する実行委員会と所管課をＨＰで公表

● 経理状況調査（不正経理による資金づくり調査を含む）の実施

・従来より、外郭団体または実行委員会を所管する各課において、事業計画・予算、事業実

、 、「 」施報告・決算等について 法令等に基づき点検・指導しているが 県庁の内なる総点検

の一環として、所管課の責任において経理状況等を再度総点検する。

・経理状況の再点検の他、不正経理による資金づくりの有無についても、徹底した調査を実

施する。

※原則として、平成6年度以降を調査対象とする（県の調査範囲と同じ 。）

＜調査対象団体＞

① 外郭団体等 計４３団体

・外郭団体 ３９団体

・平成18年3月末に解散した外郭団体 ３団体

（(財)岐阜県広報センター、(財)地球環境村ぎふ、(財)岐阜県県民ふれあい会館）

・ 財）岐阜県職員互助会（

② 実行委員会（任意団体を含む）

・県に事務局を置いている実行委員会を対象とする。

・県に事務局がなくても資金管理等を担当している実行委員会は調査対象とする。

【実施時期及びスケジュール】

平成18年11～12月 調査を実施

平成19年 1月 結果の取りまとめ・公表

職員意見の反映

・外郭団体、実行委員会との徹底的な関係見直し、経理状況に関する徹底的な調査・点検を望

む意見が多かったことから、意見を踏まえて実施する。


